助成事業完了報告書

 日 本 財 団　　　　                     報告日付： ２０１４年 ４ 月 ９ 日

会　長 　笹　川　陽　平     殿         事業ＩＤ： ２０１２０５２６１９
                                         事業名： 基盤整備

                                         団体名：(一社)日本造船協力事業者団体連合会

                                         代表者名： 会 長  山　口　謙　吉 

                                         ＴＥＬ：０３－５５１０－３１６１

                                         ＦＡＸ：０３－３５０２－５５３３

                                         事業完了日：２０１４年３月３１日

	事業費総額    　    ６７，０００，０００円

	自己負担額　　　　　　　　　　　　　　０円

	助成金額　          ６７，０００，０００円


事業内容
  １. 業界の振興に関する調査研究

　　（１）塗装部会対策

　　　　　  塗装部会を５月９日東京（ＫＫＲホテル東京）で開催した。
　　　　　　一昨年によりエチルベンゼンの対応について検討や説明会を行ってきたが「有機溶剤中毒予防規則」として規制されるにあたり、情報収集や対応策などの検討を塗装部会で行った。対象となる事業者の相談や今後の対策についてヒアリング等を行うとともに、ポスター「エチルベンゼン規制対象による全面形防毒マスクの使用について」の作成、頒布を行なった。また、労働基準局、保護具メーカーの説明会も１１月１３日東京で開催した。

なお、エチルベンゼン対応の呼吸用保護具に関する要望書をマスクメーカーの㈱重松制作所、興研㈱に提出し、会員の意見を反映した保護具の製作、提供をお願いした。
    （２）企画部会対策

　 当部会は造船協力業の若手経営者による交流の場として運営されている。　　　　第１回目は６月１４日新日鐵住金㈱鹿嶋製鐵所にて見学会を、日鉄住金マネジメント鹿嶋人材育成センターで会議を開催した。第２回目は１１月１５日ＪＭＵ横浜事業所磯子工場及び船の史料館を見学した。
　　（３）造船協力業の実態調査

　　   本年度も造船関連協力企業の取引動向調査を主に売上・人員数及び設備投資実績の推移等について８月にアンケートを行い集計後、１２月に会員に配布した。

　　（４）技能継承の促進

　　　　　  東日本、相生、因島、今治、大分、長崎の６ヶ所の研修センターにおいて、４月から６月に「新人技能者研修」を、「専門研修」を１１回(因島、今治、相生、東日本)行なった。また、その他、機関仕上・整備編を（ヤンマーエンジニアリング、ダイハツディーゼル）、指導者育成セミナー（広島、長崎）を行った。
　（５）会員の新規入会促進

　 　　　　新規加入促進について引き続きＰＲ等を行っている。当会の事業を理解してもらうために事業体験などの提供を行ってきた結果、今年度、東北地区の５事業者が会員(構外企業協議会)の所属企業となった。また、２０１４年４月より㈱ヤマニシの賛助会員へ加入が決定した。なお、IHI愛知協力会については、現時点では各事業者の合意が得られず入会に至ってない。

　　（６）政策研究

　　　　　  ３月１４日に東京（大森東急イン）で開催した。日造協中期方針のフォローアップを行なった。
（７）情報交換会等
事務局長・担当者会議を６月２８日に大森東急インで開催した。各会員組合より２９名が参加。１１月１２日には支部長会議を日造協本部で開催、各地方支部が取り纏めた仕事量などの現況について意見交換がされた。
　　　　　　また、今年度、初めて会員事業者によるビジネス交流会を開催した。第１回目は９月６日に仙台ガーデンパレスで開催、参加者は７５名。交流会に伴いヤマニシ、東北ドック鉄工を見学、講演会行った。２回目は、１月２１日に広島のグランヴィア広島で開催、交流会を講演会・名刺交換会・懇親会の３部構成で行った。参加者は８９名であった。さらに、会員企業間の人材情報の提供に着手した。３月末までに、募集２３件、応募１０件の人材情報があり会員を通じ、所属企業に情報を提供した。

　　（８）講習会等開催事業
　　　　　　公益目的事業として従来より行ってきた、職長・安全衛生責任者教育、安全管理者研修、リスクアセスメント担当者研修など会員外も受講出来るように開催した。
２．日造協団体災害補償制度

　　　　　　年度を通じて各地で説明会等を行ってきた。当連合会の団体契約による労災の上乗せ保険で、加入社数が増加するにつれ割引率が大きくなり、加入企業にとっては年間の保険料の負担が大きく軽減され経営安定に寄与している。年度末加入状況は１００社契約となり団体割引率が２５％となっている。
　３．税制に関する要望、融資の指導業務
　　（１）税制に関する調査・要望

　 国土交通省の指導を受けて会員及び所属企業へ関係する税制項目の調査を実施し報告した。
　　　　
　　（２）融資の指導業務

　　　　　　日本財団が競艇の収益金によって実施する２０１３年度造船関係事業資金について会員企業へ周知するとともに手続き等の指導を行なった。

　　　　　　第１回運転資金は３０件、融資決定額２０億２，１５０万円、第２回運転資金は３１件、融資決定額１８億２，６５０万円であった。また、第１回設備資金は１件、融資決定額２，５００万円、第２回設備資金は０件であった。
　

 ４．その他
　　（１）機関紙発行

　　　　　　機関紙「日造協」は毎月１回発行（5,500部）しており、日本財団の助成事業、当連合会の事業進捗・成果、行政及び諸団体関係の活動や情報を掲載している。

　　（２）業界誌広告掲載

　　　　　　当連合会会長は業界誌各誌の記者と１１月１２日に合同会見を行い、会員の現状および問題点等について意見を述べ、各誌に会見内容が記載された。また、業界誌６社の「海の日特集号」、「新年特集号」に当連合会の広告を掲載しＰＲを行った。

　　（３）ホームページの整備
　　　　　　情報公開を目的として開設しているホームページを更新等した。また、日本財団ブログ「ＣＡＮＰＡＮ」に「安全ひろば」を開設し当連合会の事業をタイムリーに広報した。
（４）表彰に関する業務

　　　　　　会員及び会員所属企業の適格者を関係官庁等へ推薦した。

　　　　　　２０１３年度は、叙勲「旭日双光章」に三宅和夫副会長が叙され、「海の日」国土交通大臣表彰 ３名、運輸局長（運輸監理部長）表彰５名の方々が受賞し各者に記念品を贈呈した。

　

  　（５）総会行事開催

　　　　　　一般社団法人への移行後、初の定時総会を２０１３年５月９日にKKRホテル東京で開催した。会議終了後は「海洋産業の戦略的育成」と題して、森雅人氏（国土交通海事局　局長）の講演会を開催した。
(６）先進国型シップリサイクル

　　　　 　６月５日、船舶解撤協議会総会で、シップリサイクルの動向について講演会を開催、情報収集と意見交換を行った。１２月に国交省海事局に設置された「シップリサイクル条約の推進に向けた検討会」に委員として出席し、審議に参加した。
　  （７）要望書等
　　　　　　業界の人材不足への対応策として、外国人研修生の規制緩和について海事振興連盟の総会に意見を提出した。
	


事業目標の達成状況：

１、造船協力事業者の安全衛生意識の向上と災害防止については、造船所内が複数職種による同時進行の作業を行う環境であるため、安全確実な作業の実現に向けて個々の企業はもとより全体で連携して取り組み安全衛生の向上を目指す。
〇　安全衛生においては、基本的な安全知識を習得させる必要があり、昨年に引続き「安全に関する指導者の育成」、「ノウハウの継承問題」が重要課題である。

技術・技能の伝承に造船各社が取組んでいるが、安全衛生という側面では生産性向上が直接見えないこともあり、取組みが十分に行われているとはいえない。安全に対するノウハウは技術・技能と同様、伝承されていないことで、同様の災害が繰返し発生しているといえる。25年度も造船の現場作業の過去の災害事例をもとに、多発する種類の災害を実際に再現実験した出張型の教育「災害再現実験教育」で現場作業と同等の状況で、受講生にわかりやすい教育を実施している。この教育は造船所等の現場で実施が可能、１日で６０～７０名程度の受講可能となっている。このような出張型の教育は、参加者や企業の負担を軽減するように考えられている。
また、日本財団助成事業の安全衛生アドバイザー相談会も、現場の安全衛生状況を専門家の視点から助言してもらうことに加えて、マニュアルに出来ない災害時の対処法などの相談にも乗っている。同時に進めている「次世代の安全のプロを養成する育成システム」（徒弟制度）も順調に推移している。
２、企業の経営基盤の安定を図るため労災の上乗せ補償として、独自の共済システム・上乗せ保険システムへの加入者促進を行い、災害時の補償の充実と団体割引による経費削減をめざす。
　　〇　団体災害補償制度については、当連合会の会員所属企業のような中小企業での労働災害発生時の負担は、企業の経営状態を圧迫するものであるため、日造協団体災害補償制度に加入することで経費負担を削減でき経営の合理化に役立っている。契約企業は２５年度末には１００社となっている。この制度については加入者数のメリットを生かすことで、所属企業の合理化に役立つものと認知されており、今後も拡大を図っていく。

３．造船協力業界の基盤強化を図るため、新規会員の入会促進を行い、国内の造船協力事業者の加入をめざす。

〇　現在、会員メリットを知ってもらうため、未加入の協同組合、協力会に対し本会の事業を体験してもらうなどアピールを行っている。昨年度からの東北サポート事業で当会の事業に参加した５企業が会員所属に加入、１企業が賛助会員になった。
４．造船協力企業の経営合理化については、情報の収集、分析及び活用に関するシステムの運用、維持改善を行い、中小企業が大多数を占める造船協力事業者の経営戦略づくりのサポートを行う。
　
〇　実態調査において造船協力業の実態を把握し、会員企業に実態調査報告書としてフィードバックが行われた。会員企業は現況の目安として活用、今後の資金や設備投資などの参考としている。

　　
〇　日本財団の融資指導業務においても会員企業が条件の良い借入ができたことで、企業の経営の合理化の一策となっている。業界全体が設備の更新が多く、有利な融資は造船協力業界を維持出来る要因の一つである。

５．技術の向上、技能の伝承については業界独自に改善・向上を模索しながら他団体等との連携のもと、この実現を目指す。

〇　造船業の技能の継承、技能者育成を支援するための人材育成事業に造船３団体が連携して取組み、委員会・分科会等において、支援方針、研究内容、教材整備等を精力的に進めている。新人等研修、専門技能研修（ぎょう鉄、溶接･切断等）を１７年度より引続き支援している。今年度も6カ所の研修センターにおいて4月より新人技能研修等を行った。
　６．造船協力事業者同士の情報交換、啓蒙活動を総会後の講演会、機関紙等を通じて実現していく。
　　〇　各部会において安全に対する規制強化への対応について全国規模で情報交換や、職種の専門的な管理者研修、会員の抱えている問題などの意見交換を事業者同士が行う機会をもうけている。また、今年度は東北地区、中国地区において会員企業によるビジネス交流会を開催し、交流の無い事業者同士のビジネスの機会を設けた。機関紙においても各種の活動紹介を行い日造協のＰＲに努めている。
· 会員間の事務局長・担当者会議や地方支部長の集まる機会をつくり、全国団体のスケールメリットを生かした、業界の現状や今後の課題ついて情報交換を行っている。
７．税制に関する要望

○ 自由民主党、国土交通省海事局の依頼で関係先へアンケート調査を行った。
　
	　


事業成果：

　　成果物

· 「日造協実態調査報告」
· 機関紙
・総会講演会（機関紙　記事）
・海の日表彰者リスト
収支決算書：

       平成２５年度仮決算報告書を別紙のとおり添付します。

                                                                       以 上

